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１.業績サマリー
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3

( 増減率 )

683 2
619 2
127 1
19 △ 3
45 5

154 △ 18
34 △ 3
61 △ 5

△ 50 △ 6
15 2
94 △ 5

837 △ 16 ( △1.8% )
527 0 ( △0.1% ）
310 △ 16 ( △4.7% )

310 △ 16 ( △4.7% )

36 18
347 3
56 19
42 11
13 4

374 15 ( 4.3% )
△ 33 △ 31
241 △ 12 ( △4.8% )

389 19 ( 5.3% )

242 △ 13 ( △5.1% )

22.5 2.5
28.8% 4.5%pt

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 業 務

個 ⼈ ロ ー ン

役 務 取 引 等 利 益 等

有価証 券利 息配 当⾦
△ 預 ⾦ ・ NCD 利 息
△ 外 部 調 達 費 ⽤ 等

投 資 銀 ⾏ 業 務

2019 年 度
実 績 前 年 比

資 ⾦ 利 益
貸 出 ⾦ 利 息

国 債 等 債 券 関 係 損 益
実 質 業 務 純 益
株 式 等 関 係 損 益
△ 与 信 費 用
そ の 他 臨 時 損 益

外 国 為 替
従 来 型 役 務 等

コ ア 業 務 純 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

コ ア 業 務 粗 利 益
△ 経 費

特 別 損 益

連 結 配 当 性 向

連 結 経 常 利 益
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

コ ア 業 務 純 益
(除く投資信託解約損 益)

一 株 当 た り 配 当 ⾦ ( 円 )

損益の状況

2019年度 損益の状況

(億円)

• 資⾦利益は、貸出⾦残高の増加に伴う貸出⾦利息の増加等により、前年⽐
2億円増加し、683億円

資⾦利益

• 役務取引等利益等は、保険販売⼿数料の減少等を主因とするアセットマネジメント
業務収益の減少等により、前年⽐18億円減少し、154億円

役務取引等利益等

• 配当⾦は、2020年2⽉の配当目安テーブル⾒直し【詳細：P.6】により、
一株当たり22.5円(年間)を予定

配当⾦

ポイント

• コア業務純益は、貸出⾦利息は増加したものの、役務取引等利益等の減少を
主因として、前年比16億円減益の310億円

• 当期純利益は、有価証券関係損益が増加したものの、処分予定の有形固定資産
にかかる減損損失計上等により、前年比12億円減益の241億円

• 親会社株主に帰属する当期純利益は、前年比13億円減益の242億円

• 経費は、減価償却費の増加や消費増税等により、物件費と税⾦は増加したものの、
退職給付費⽤の減少を主因として、⼈件費が減少したことから、前年並み(微減)の
527億円

経費

• 株式等関係損益は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による株式市場の下落
を受け、株式等償却(減損)17億円を計上したが、政策保有株式等の売却により、
前年⽐19億円増加し、56億円

• 与信費⽤は、今後の経営環境等を踏まえた予防的な引当(約15億円)を含め、
前年⽐11億円増加し、42億円

• 特別損失として、処分予定の固定資産の減損等(合計32億円)を計上

その他（与信費用等）
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( 年率 )
63,179 3,299 ( 5.5% )

9,776 1,322 ( 15.6% )
37,576 1,263 ( 3.5% )
26,040 961 ( 3.8% )
15,827 714 ( 4.7% )
11,295 △ 697
8,615 △ 942

750 △ 45
1,930 289

18,855 794
93,329 3,395

77,078 2,395 ( 3.2% )
49,336 1,466 ( 3.1% )
23,185 793 ( 3.5% )
4,556 136 ( 3.1% )

16,251 1,000
93,329 3,395

円 債 等
株 式
外 債
そ の 他

そ の 他

預 ⾦ 等 残 高
個 ⼈ 預 ⾦
法 ⼈ 預 ⾦
公 ⾦ ・ ⾦ 融 預 ⾦

資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

うち中⼩企業向け貸出⾦

貸 出 ⾦ 残 高
地 共 貸 出 ⾦
事 業 性 貸 出 ⾦

個 ⼈ ロ ー ン
有 価 証 券 等

2019 年 度
実 績 前年比

△0.3％pt
△0.12％pt

△0.3％pt
△ 8

1.2%pt
1.2%pt

0.02%pt
△0.09%pt

コ ア Ｏ Ｈ Ｒ 62.9%
7.9%

2019　年　度
実　　　　績

5.0%
10.89%

34.9%
307

前年比

0.07%
1.06%

与 信 費 用 比 率
不 良 債 権 比 率

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
連 結 自 己 資 本 比 率
非 ⾦ 利 収 入 比 率 ※

非⾦利収入額※（億円）
グループ会社連結寄与度

資産・負債等(平残)の状況

経営指標の状況

2019年度 貸出⾦・預⾦等・経営指標の状況

(億円)

• 事業性貸出⾦残高は、コンサルティング営業の強化を通じた積極的な中⼩
企業向け貸出⾦の推進を図り、前年⽐1,263億円、年率+3.5%の
3兆7,576億円

• 個⼈ローン残高は、「ひろぎん住宅ローンフラット35(保証型)」等、住宅ローンを
中⼼に増強を図り、前年⽐714億円増加、年率+4.7%の1兆5,827億円

貸出⾦残高

• 預⾦等残高は、個⼈預⾦、法⼈預⾦、公⾦・⾦融預⾦のいずれも増加し、
前年⽐+2,395億円、年率+3.2％の7兆7,078億円

預⾦等残高

• 内部留保の蓄積等により⾃⼰資本の額は増加したものの、貸出⾦の増加
等に伴い、リスク・アセット等の額が増加した結果、連結⾃⼰資本⽐率は、
前年⽐0.12ポイント低下し、10.89％

• 引続き、国内基準⾏の規制⽔準(4％)を上回る十分な⽔準を維持

連結自己資本比率

ポイント

34,307 34,982 36,312 37,576 

13,725 14,478 15,113 15,827 

6,286 
8,117 

8,454 
9,776 

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度
（※）地共貸出…地方公共団体及び公社向けの貸出

個⼈
ローン

事業性
貸出

地共
貸出※

57,576
54,315

59,880 63,179

+3,299億円
年率＋5.5％

45,846 47,194 47,870 49,336 

21,995 22,461 22,392 23,185 

5,249 5,188 4,420 
4,556 

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

（億円）

個⼈
預⾦

法⼈
預⾦

公⾦・
⾦融預⾦

74,84373,091 74,683 77,078

+2,395億円
年率+3.2％

（億円）

【貸出⾦残高推移】 【預⾦等残高推移】

中⼩企業
向け貸出

22,384 23,687 25,079 26,040

※ ひろぎん証券含む



２.株主還元方針

5



親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり配当⾦額
連結配当性向

①安定配当 ②業績連動配当 ①＋②

330億円超

12円

12円 24円 〜22.7%未満

300億円超
〜330億円以下 10円 22円 20.8%以上

〜22.9%未満
270億円超

〜300億円以下 8円 20円 20.8%以上
〜23.1%未満

240億円超
〜270億円以下 6円 18円 20.8%以上

〜23.4%未満
210億円超

〜240億円以下 4円 16円 20.8%以上
〜23.8%未満

180億円超
〜210億円以下 2円 14円 20.8%以上

〜24.3%未満

180億円以下 0円 12円 20.8%以上〜

株主還元方針
◆ 株主の皆さまへの利益還元姿勢を明確化するために、連結配当性向を31％〜36％程度とするよう配当目安テーブルを⾒直し、

2020年度より、引上げを実施

変更前 変更後

１株当たり配当⾦額
連結配当性向

①安定配当 ②業績連動配当 ①＋② 変更前対⽐

18円

18円 36円 〜34.1%未満 〜+11.4%pt

15円 33円 31.2%以上
〜34.4%未満

+10.4〜
+11.5%pt

12円 30円 31.2%以上
〜34.7%未満

+10.4〜
+11.6%pt

9円 27円 31.2%以上
〜35.1%未満

+10.4〜
+11.7%pt

6円 24円 31.2%以上
〜35.7%未満

+10.4〜
+11.9%pt

3円 21円 31.2%以上
〜36.4%未満

+10.4〜
+12.1%pt

0円 18円 31.2%以上〜 +10.4%pt〜

6

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0

2018年度 '19年度 '20年度計画

【連結配当性向の推移】

24.3％

連結⾃⼰
資本⽐率

今後も自己資本比率を勘案するなか、
資本政策を検討していく

 配当目安テーブルの⾒直し

28.8％
33.２％（％）

11.0％ 10.8％ 10.7％

配当目安テーブル⾒直しにより、1株当たりの
配当⾦額(配当性向)が向上する⾒通し
連結自己資本比率は中⻑期的な目標の

目安である10％を確保できる⾒通し’19年度の期末配当から
配当目安テーブルを参照



３.2020年度業績・配当予想
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（億円）

680 △ 3

167 13

847 10

543 16

304 △ 6

67 △ 26

45 3

335 △ 39

240 △ 1

225 △ 17親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

役 務 取 引 等 利 益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△

資 ⾦ 利 益

経 常 利 益

2020年度
業績予想

コ ア 業 務 純 益

与 信 費 ⽤

当 期 純 利 益

前年⽐

有 価 証 券 関 係 損 益

△

2020年度の業績・配当予想

◆ 2020年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、前年⽐17億円減益となる225億円を⾒込む
◆ 2020年度の1株当たり年間配当⾦は、新たな配当目安テーブルに照らし、前年⽐1円50銭増配となる24円を予想

8

2020年度業績予想・配当予想
【業績予想】

【配当予想】
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり配当⾦額
連結配当性向

①安定配当 ②業績
連動配当 ①＋②

225億円 18円 6円 24円 33.２％

<2020年度業績予想における環境認識等>

• 前提となる⾦利・為替・株価のマーケットシナリオについては、⾜もとと同
⽔準のレンジ内で推移するものとして策定しております。

• なお、現時点で当⾏が把握可能な情報に基づいて、新型コロナウイルス
感染症拡大による影響を⾒込んでおりますが、経済活動の停滞等が更
に⻑期化した場合、以下の要素により当予想は大きく変動する可能性
があります。

(1)与信費⽤のさらなる増加
• 当予想には、感染症拡大の影響を受けた取引先企業の業況

悪化に伴う与信費⽤増加として、最も影響が懸念される飲⾷業
及び宿泊業における想定最大コストの5割程度の額(約20億
円)を⾒込んでおります。なお、その影響が製造業等にも及ぶこと
で債務者区分の変更等が発⽣した場合は、与信費⽤が更に増
加する可能性があります。

(2)株価下落による減損の発⽣
• 感染症拡大以降、株式相場は乱高下しており、今後、株式

相場が下落した場合、保有する銘柄について減損が発⽣する
可能性があります。

• 今後、業績予想の修正が必要になった場合には、速やかに開示します。

※ 2020年度業績予想には、本店建替関連費⽤15億円(前年⽐+15億円)を織り込んでおります。

＜業績予想策定時のマーケットシナリオ＞
日本円TIBOR3M：0.07%、日本国債10年：▲0.02%、為替（ドル/円）：107.0円、日経平均株価：18,500円

※



４.持株会社体制への移⾏
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持株会社体制移⾏(ひろぎんホールディングス設⽴)の背景・目的
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 持株会社体制移⾏の背景・目的

◆ 2020年10⽉の持株会社体制への移⾏を通じて、新たなグループ経営形態への進化を図り、⾦融を中⼼としてお客さまのあらゆる
ニーズに対応できる地域総合サービスグループの構築を目指す

• ⼈口減少・少子高齢化

• デジタライゼーションの進展

• 低⾦利環境の継続

• 銀⾏法等の規制緩和

• 異業種の参入

• ニーズの多様化・複雑化・高度化

⾦融を中⼼としてお客さまの
あらゆるニーズに対応できる

『地域総合サービスグループ』
を目指す

取りまく経営環境の変化 地元4県の高いポテンシャル

人口
約751万人

愛知県に匹敵する規模

GDP
約31兆円

神奈川県に匹敵する規模

◆ 当⾏の地元4県

2020年度下期2020年度上期

 持株会社体制移⾏に向けた今後のスケジュール

6/25 株式移転計画承認
定時株主総会

9/29当⾏株式
上場廃止日

10/1 持株会社設⽴登記日
持株会社株式上場日

持株会社体制スタート

グループシナジーの強化 業務軸の更なる拡⼤ グループガバナンスの強化取組
事項

出所 総務省 「住⺠基本台帳に基づく⼈口」
(2019年1⽉)

出所 内閣府(2016年度)



ひろぎんホールディングスの経営理念

お客さまに寄り添い、信頼される〈地域総合サービスグループ〉として、
地域社会の豊かな未来の創造に貢献します
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１

2

3

4

5

⾏動規範
ひろぎんホールディングスは、5つの⾏動規範に基づいて、地域社会と共に

共通価値を創造し、持続可能な社会の実現に努めます

 経営理念(経営ビジョン＋⾏動規範)

経営理念

◆ ひろぎんホールディングスは、以下の経営理念を掲げ、「地域社会及びお客さまへの更なる貢献」と「当⾏グループの持続的成⻑及び
企業価値の向上」の実現を目指す

（経営ビジョン＋⾏動規範）

経営ビジョン

地域社会への貢献 地域社会と共に歩み、その発展に積極的に貢献します

お客さまへの貢献 お客さまの視点に⽴って考動し、豊かな人⽣と事業の
成⻑に貢献します

企業価値の向上 企業価値の持続的な向上に努めます

「働きがい」の向上 誰もが健康で明るく働きがいのある企業グループを
つくります

コンプライアンス 高いレベルのコンプライアンスを実践します



※1 非連結子会社・・・ファクタリング会社1社・投資事業有限責任組合2社

本 店 所 在 地 広島市南区⻄蟹屋
一丁目１番７号

資 本 ⾦ 60,000百万円

設 ⽴ 日 2020年10⽉1日

決 算 期 3⽉31日

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所市場第一部

単 元 株 式 数 100株

グループストラクチャー

持株会社設⽴後現状

ひろぎん保証

ひろぎんカードサービス

ひろぎんキャピタルパートナーズ

ひろぎんリートマネジメント

しまなみ債権回収

ひろぎん証券

ひろぎんビジネスサービス

ひろぎんリース

非連結子会社(3社)※1

12

ひろぎん
ホールディングス

(100%)

(100%)

(100%)

(100%)

(100%)

ひろぎん証券
(100%)

しまなみ債権回収
(100%)

ひろぎんキャピタルパートナーズ
(100%)

ひろぎんリース(20%)

◆ ひろぎんホールディングス設⽴後、グループ内の連携やシナジーの更なる強化に向け、当⾏、ひろぎん証券、しまなみ債権回収、ひろぎん
キャピタルパートナーズの4社及び当⾏の持分法適⽤関連会社である、ひろぎんリースについて、ひろぎんホールディングスの直接出資
会社として再編

◆ また、本年5⽉22日に公表のとおり、2021年1⽉を目途にＩＴ関連事業を⾏う銀⾏業高度化等会社の設⽴検討を開始する等、
更なる業務軸の拡大に向け、順次、子会社の新設を進めていく

広島銀⾏

銀⾏の顧客基盤を活用した
積極的な自主営業を展開

業務軸の拡⼤に向け、
子会社の新設を検討

銀⾏業高度化等会社※2

ひろぎんカードサービス

ひろぎんリートマネジメント

ひろぎん保証

非連結子会社(3社)※1

ひろぎんビジネスサービス

広島銀⾏

印刷業務 等

資産運⽤業務

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務

信⽤保証業務

⾦融商品取引業務

債権管理・回収業務

投資業務

リース業務

銀⾏業務

コンサルティング会社銀⾏業高度化等会社

出資

新設分割

IT関連
事業

2021年1月
設⽴予定

※2 銀⾏業高度化等会社設⽴の検討

ひろぎん
ホールディングス

【業務内容】



等

ひろぎんホールディングスの経営体制（ガバナンス体制）

 持株会社体制におけるコーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

取締役会

グループ経営会議

秘書室 経営企画部 経営管理部

グループ
営業戦略部

デジタル
イノベーション部

経営監査部

ひ
ろ
ぎ
ん
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

広島銀⾏
（銀⾏子会社含む）傘

下
会
社

業務統括部

指名・報酬諮問委員会

統合的リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

指示・管理・監督
協議・報告・相談

ひろぎん証券 しまなみ債権回収

ひろぎんキャピタル
パートナーズ

◆ ひろぎんホールディングスを監査等委員会設置会社とし、ガバナンスの強化・迅速かつ効率的な意思決定を図るとともに、経営管理・
監督に特化させることにより、実効性の高いグループガバナンスの構築を実現する

 ひろぎんホールディングスが策定した
グループ全体の経営方針・戦略に
基づき、具体的な事業計画や施策の
策定、推進を⾏う

 ひろぎんホールディングスを監査等委員
会設置会社とし、ガバナンスの強化に
加え、重要な業務執⾏の権限委譲に
より、迅速な意思決定と効率的な業務
運営態勢の構築を図る

 ひろぎんホールディングスをグループ経営
の管理・監督に特化させ、経営の監督
と業務執⾏の分離を図ることで、グルー
プ経営管理の強化及び実効性の高い
グループガバナンスの構築を実現する

13
ひろぎんリース 銀⾏業高度化等会社

（ 2021年1⽉設⽴予定 ）

監査等委員会
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ひろぎんホールディングスのビジネスモデル

 ひろぎんホールディングスのビジネスモデル

◆ ポテンシャル（経済規模・成⻑機会等）のある広島を中⼼とした地元4県（岡山・山口・愛媛）マーケットにおいて、業務軸及び
顧客軸の深化・拡大を図るなか、地域社会・お客さまのあらゆる課題の解決に徹底的に取組み、地域の発展に積極的にコミットする
ことで、経営理念を実現し、グループの持続的成⻑を図る

地域の発展・
お客さまの成⻑

SDGs達成
への貢献

地域社会・お客さまからの
評価

グループの持続的成⻑
• 収益⼒強化
• 安定した経営基盤確⽴
• 企業価値向上

（株主還元の充実）

地域社会・
お客さまとの

リレーション
ソリューション

の提供
顧客軸の
深化・拡⼤

業務軸の
深化・拡⼤

経営理念（経営ビジョン）

法⼈の
お客さま

個⼈の
お客さま

事業性評価
世帯の資産管理

• 地域経済発展のプラット
フォームづくり

• グループ機能やアライアンス
を活用した業務領域の拡⼤
（⾦融＋非⾦融）

お客さまに寄り添い、
信頼される

＜地域総合サービスグループ＞
として、

地域社会の豊かな
未来の創造に
貢献します

他社との差別化（競争優位の源泉）

ニーズの把握

資産形成・
運用含む

過去からの情報の蓄積
 メインターゲットとなる売上高2億円以上の

取引先における事業性評価実施割合

 事業承継・資産承継ニーズヒアリングシート
作成件数

約35％
（実施先数 約3千先 / 貸出先数 約9千先）

約25千件

地域における
更なる

リスクテイク

マーケット（投資家・株主）
からの評価



収益拡大に向けた取組み
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◆ 預貸⾦ビジネスを中⼼とした従来の⾦融分野への取組みに加え、更なるニーズの高まりが想定される相続・事業承継支援、
エクイティビジネス等を強化するなか、グループのあらゆる機能と他社・他業態とのアライアンスを活⽤し、非⾦融分野を含めた
ソリューションの提供を図る
 今後の収益拡⼤イメージ

 グループ会社機能の活用
 他社・他業態との

アライアンスの活用

 相続・事業承継対策支援
 エクイティビジネス
 都市再開発支援・観光振興

【具体的な取組み】

伝統的な⾦融業務に係る収益
（貸出⾦利息 等）

法人・個人のお客さまに対する
コンサルティング業務に係る収益 等

グループ会社利益

グループの持続的成⻑地域の発展・お客さまの成⻑への貢献お客さまの課題解決に向けた
あらゆるソリューションの提供

リレーション

法⼈の
お客さま

個⼈の
お客さま

事業性評価

世帯の資産管理
(資産形成・運用含む)

ニーズの把握

グループのあらゆる機能とアライアンスを活用し、
非⾦融分野を含めたソリューションを提供

《2019年度》

《2023年度》

銀⾏

銀⾏
以外

18億円

108億円

160億円
以上

ソリューション



グループシナジーの発揮
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ひろぎん証券

ひろぎんリートマネジメント

ひろぎんリースひろぎん
カードサービス

ひろぎん保証

しまなみ債権回収

ひろぎんキャピタル
パートナーズ

ひろぎんビジネスサービス

銀⾏

リース

エクイティ
出資

債権
管理 証券

広島銀⾏

お客さまのあらゆるニーズにお応えできる
『地域総合サービスグループ』

 持株会社体制におけるグループシナジーの発揮

◆ 新たなグループ経営形態のもと、グループ一体経営及びグループ内連携を更に強化するとともに、グループ各社の特⻑・強みを活かす
ことで、グループシナジーの極大化を図る

決済

地域
開発

信用
保証

業務
効率化

社名 ひろぎんホールディングスの
直接出資会社・・・

※ ⿊字は銀⾏子会社

IT

銀⾏業高度化等会社
※ 2021年1⽉設⽴予定



持株会社体制で目指すべき利益⽔準及び経営指標

17

 目指すべき利益⽔準及び経営指標（2020年度・2023年度計画）

◆ 経営戦略の着実な遂⾏により、持株会社化によるグループシナジーを最大限発揮し、2023年度には、親会社株主に帰属する
当期純利益270億円超、グループ会社連結寄与度12％以上を目指す

※2 グループ会社連結寄与度＝
グループ会社当期純利益(※1)

親会社株主に帰属する当期純利益
※1 グループ会社当期純利益＝銀⾏を除く連結子会社の当期純利益及び持分法適⽤

関連会社の当期純利益に出資⽐率を乗じた額の合計

親会社株主に帰属する
当期純利益

242
225

2019年度
実績

'20年度
計画

'23年度
計画

270億円超

法人・個人のお客さまに対するコンサルティング業務に
係る収益及びグループ会社当期純利益※1の合計

2019年度
実績

'20年度
計画

'23年度
計画

126 123

160億円以上

グループ会社連結寄与度※2

2019年度
実績

'20年度
計画

'23年度
計画

7.9% 8.5%

12%以上

連結ROE

2019年度
実績

'20年度
計画

'23年度
計画

5.0% 4.5% 5%以上

連結自己資本比率

2019年度
実績

'20年度
計画

'23年度
計画

10.8% 10.7%
10%以上

225
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Appendix①
SDGsへの取組み/ウィズコロナにおける対応



◆ 地元企業のSDGｓへの取組みに対する積極的な支援や県内における新たな事業創出による地域産業の活性化に取組む等、
「共通価値の創造」を通じた企業価値の向上を図る

SDGsへの主な取組み

TCFD提言への
賛同表明

地域産業との「共通価値の創造」

「広島オープン
アクセラレーター
2019」の開催

広島県内企業の経営資源と全国のスタートアップ企業のサービスを
結びつけるオープンイノベーションによる新事業創出に向けた取組み

新規事業の
創出

地元企業 スタートアップ企業

広島県・当⾏・Creww㈱
運営

プラットフォーム提供

環境保護への取組み
気候変動に関する対応強化及び気候関連のリスク・機会に
関する情報開示の充実に向け、賛同を表明

〈ひろぎんグループ〉SDGｓ宣言（2019年9⽉公表）

お取引先のSDGsへの取組状況を確認・還元し、ご希望に応じて、
取組内容を対外公表

TCFD※1提言とは

TCFDが2017年6⽉に公表した投資家が企業の気候
関連リスク・機会を適切に評価するための開示フレームワーク

※1 Task Force on Climate-related Financial Disclosures
気候関連財務情報開示タスクフォース

MSCI社によるESG格付けにおいて、
当⾏の取組みが評価され、昨年から
１ノッチ上昇し、「BBB」の評価を獲得

2017年 '18年 '19年

BB
BBB

BB ※2 MSCI ESG 格付け
MSCI社が企業のESGリスクの度合いと、
これらのリスクの管理状況を基準に「AAA」
から「CCC」の尺度で評価するもの

【参考：MSCI ESG格付け※2】

〈ひろぎんグループ〉は、国連において採択された「持続
可能な開発目標（SDGs）」の達成に向け、付加価値
の高い⾦融サービスの提供を通じて、地域の社会・環境
課題の解決と持続的な成⻑に貢献してまいります

地元企業のSDGsへの取組支援

19

地域 高齢化 人権 環境

銀⾏保証付私募債
(SDGs型)の受託

私募債発⾏額の0.2％以内で、地域社会への貢献を目的とした
寄付・寄贈や発⾏企業のSDGsの取組みに係るPRを実施

広島⼤学初の認定
ファンドへの出資

広島⼤学をはじめとして、広島県内の⼤学が有する研究シーズを
起点とするベンチャー企業を支援するファンドへの出資 広島⼤学初

認定ファンド

認定大学

等

LP

等

広島⼤学・広島県内⼤学発
ベンチャー支援ファンド

広島県内⼤学発
ベンチャー企業

GP

LP出資 GP出資

投資実⾏

認定

SDGs取組支援
サービスの取扱開始 取扱件数

（2020年1月〜3月実績） 40件

取扱件数/⾦額
（2019年11月〜2020年3月実績） 37件/約44億円

協⼒VC
支援

連携



ウィズコロナにおけるお客さまとの接点の在り方
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◆ ウィズコロナにおいて、非対⾯チャネルの普及が加速的に進⾏することが想定されるなか、当⾏においても、チャネル戦略を再構築し、
店舗数・店舗機能の⾒直し等を通じた経営資源の再配分を戦略的に実施していく

 ウィズコロナにおけるチャネル戦略・従事者の働き方
これまでのチャネル戦略 ウィズコロナにおけるチャネル戦略

主要顧客層

マス層
リテール層

対面チャネル
Face to Face
での営業活動
からの転換

デジタルを前提
としたサービス
展開の加速

新型コロナウイルス
感染症拡⼤

非対面チャネル
(IB・スマホ・ATM等)

DMセンター
個⼈ローンセンター
ビジネスローンセンター

セグメントを前提としたチャネル戦略 ⽣活様式の変化に応じた
チャネル戦略の再構築

店舗チャネルの⾒直し
(コスト削減)

機能拡充

高付加
価値

利便性

店舗（来店）
渉外（訪問）

本部チャネル

価値の提供方法
（働き方）

店舗等の『ハコ』をベース
とした価値の提供

店舗等の『ハコ』に囚われ
ない価値の提供

（リモートワークの推進）
より柔軟な働き方

への転換

働き方の⾒直し

（オンライン面談 等）
店舗チャネルの⾒直しに
よる効果(コスト削減)を

戦略的に投資

デジタルを活用した更なる
チャネル・サービスの拡充

UI/UXの追求
スマホアプリ
SNS
決済サービス 等

付加価値を維持するなかで、
新たな顧客接点を構築



Appendix②
2019年度決算の概要
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外部調達
費⽤等

797
743

705 682 661 648 639
609 610 617 619

400

500

600

700

800

900

1,000

'09年度 '10年度 '11年度 '12年度 '13年度 '14年度 '15年度 '16年度 '17年度 '18年度 '19年度 22

資⾦利益

◆ 資⾦利益は、外部調達費⽤等が増加したものの、貸出⾦残高の増加に伴う貸出⾦利息の増加や預⾦等の支払利息減少等に
より、前年⽐2億円増加

前年⽐

貸出⾦利息 619 2

有価証券利息配当⾦ 127 1

預⾦+NCD利息（△） 19 △ 3

外部調達費⽤等（△） 45 5

683 2資⾦利益

2019 年 度
実 績

資⾦利益の内訳

貸出⾦利息
＋2

‘18年度
681億円

平残
+32

+2億円

‘19年度
683億円

資⾦利益の各項目の増減要因（平残・利回り）
（億円）

預⾦+NCD利息
△3

有価証券利息
配当⾦

+1

平残
±0

利回り
△30

利回り
+9

平残
△8

◆貸出⾦利息推移

（億円）

利回り
△3

+5

（億円）

3年連続
増加
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114

325

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

役務取引等利益等

◆ 役務取引等利益等は、保険販売収益減少等を主因として、前年⽐18億円の減少
◆ 注⼒している相続・事業承継関連業務収益の積上げは、順調に推移

前年⽐
法⼈向けソリューション業務 34 △ 3

うち事業承継関連 3 0
うちｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等 11 △ 1
うち対顧販売ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 10 0

61 △ 5
うち信託関連 4 2
うち⾦融商品仲介 7 1
うち投資信託 15 △ 1
うち保険関連 24 △ 9

個⼈ローン関連 △ 50 △ 6
内国為替等 94 △ 5

154 △ 18

13 13

役務取引等利益等

2019 年 度
実 績

アセットマネジメント業務

(参考)エクイティビジネス関連

23

役務取引等利益等の内訳 相続・事業承継関連業務収益の積上げ
（億円）

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

159
191 185

成約
件数 1,262件 1,963件 1,402件 1,529件

400百万円

（百万円）

◆相続関連業務の収益
及び成約件数実績

◆事業承継関連業務の収益
及び成約件数実績

302百万円

(百万円)

36件 45件 63件 58件

876 

1,419 

2,007 
8,690 

10,698 

14,777 

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2017/3末 '18/3末 '19/3末 '20/3末
ひろぎん証券

純営業収益に占める
仲介収益の割合

2017年度
30.8%

‘18年度
50.1%

‘19年度
57.5％

〔末残（時価ベース）・億円〕

ひろぎん証券・
仲介残高

（37.4％）

（19.7％）

（13.6％）

⾦融商品仲介
口座稼働先数

(件)

2,326億円

18,584件

ひろぎん証券残高に
占める割合

（29.0％）

成約
件数

⾦融商品仲介業務の推進状況



39 36 32 35 

221 222 220 225 

285 278 273 266 

61.4% 62.5% 61.7% 62.9%
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24※コアＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益

◆ 物件費と税⾦は増加したものの、退職給付費⽤の減少を主因とした⼈件費の減少により、前年並み（微減）の527億円
◆ コアOHRはコア業務粗利益の減益により、前年⽐1.2ポイント上昇し、62.9％

経費とコアOHR（経費率）の推移

物件費等

⼈件費
（億円）

経費の増減要因

経費

（億円）

547

⼈件費
△7億円

物件費
＋5億円

537

主な要因 前年⽐

退職給付費⽤ △4
賞与 △2 等

△7

主な要因 前年⽐

スマホアプリ関連費⽤等 +2
業務⽤PC更改 ＋2
消費税増税影響 ＋2 等

+7

527

コアOHR
＋1.2ポイント

527

税⾦
＋3億円



(参考)他⾏※1⽐較（２０１9年度）

非⾦利収入⽐率とその増減幅

25

顧客向けサービス業務の利益率とその増減幅

△0.10%

△0.05%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

0.30%

0.35%

△0.05% 0.00% 0.05% 0.10%

前年⽐
増減幅

（％ｐｔ）

利益率

当⾏
（利益率：0.28%、増減幅：▲0.02%）

近隣5⾏平均

上位16⾏平均

15.0%

17.0%

19.0%

21.0%

23.0%

25.0%

27.0%

29.0%

31.0%

33.0%

35.0%

37.0%

△ 2.0% △ 1.0% 0.0% 1.0% 2.0% 3.0%

近隣5⾏平均

上位16⾏平均

前年⽐
増減幅

（％ｐｔ）

非⾦利収入⽐率

※1 対象…資⾦量（預⾦＋NCD）16位までの第一地銀（FG・FH含む）及び広島県・山口県・愛媛県・岡山県・島根県の第一地銀
めぶきFG、九州FG、コンコルディアFG、⻄日本FH、関⻄みらいFG、千葉銀⾏、七十七銀⾏、ふくおかFG、静岡銀⾏、⼋十⼆銀⾏、京都銀⾏、ほくほくFG、第四北越FG、群⾺、山陰合同銀⾏、中国銀⾏、伊予銀⾏、山口FG

※2 預⾦等平残を公表していない銀⾏については、当⾏が以下の算式により預⾦等平残を算出
預⾦平残＋（期⾸NCD残高＋期末NCD残高）/2

預⾦等平残※2

貸出⾦残高×（貸出⾦利回りー預⾦等利回り）＋役務取引等利益－営業経費
顧客向けサービス業務の利益率＝ 非⾦利収入⽐率 ＝

コア業務粗利益

役務取引等収益＋特定取引収益＋その他業務収益（国債等債券関係損益除く）

＊各データについては、各⾏の決算短信をもとに、当⾏が算出。なお、FG・FHについては、傘下銀⾏の単純合算にて算出

当⾏（単体）
（⽐率：31.5%、増減幅：▲0.4%）

ひろぎん証券含み
⽐率：34.9%、増減幅：△0.3%



45,846 47,194 47,870 49,336 

21,995 
22,461 22,392 

23,185 

5,249 
5,188 4,420 

4,556 

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

34,307 34,982 36,312 37,576 

13,725 14,478 
15,113 

15,827 

6,286 
8,117 

8,454 
9,776 

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

貸出⾦・預⾦等（預⾦＋NCD）残高

（億円）
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個⼈預⾦
＋1,466億円

（年率+3.1%）

法⼈預⾦
＋793億円

（年率+3.5%）

公⾦・⾦融預⾦
＋136億円

（年率＋3.1%）

預⾦等（預⾦＋NCD）残高（平残）の推移貸出⾦残高（平残）の推移

（億円）

（※）地共貸出…地方公共団体及び公社向けの貸出

個⼈ローン
+714億円

（年率+4.7%）

事業性貸出
+1,263億円

（年率+3.5%）

地共貸出※

+1,322億円
（年率+15.6%）

57,576

54,315

74,843
73,091

59,880 74,683

◆ 貸出⾦残高（平残）は、事業性貸出、個⼈ローン、地共貸出のいずれも増加し、前年⽐+3,299億円（年率+5.5％）
◆ 預⾦等残高（平残）は、個⼈預⾦、法⼈預⾦、公⾦・⾦融預⾦とも増加し、前年⽐+2,395億円（年率+3.2％）

77,078
63,179

+3,299億円
年率+5.5％ +2,395億円

年率+3.2％



9,223 9,497 9,752 10,091 

3,711 
4,026 

4,272 
4,507 

711 
882 

1,016 
1,144 

80 

72 
72 

85 

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

22,384 23,687 25,079 26,040 

11,923 11,295 11,233 11,537 

2016年度 '17年度 '18年度 '19年度

中⼩企業向け貸出⾦・個⼈ローン

27

個⼈ローン残高（平残）の推移

（億円）

14,478

住宅ローン
+339億円

（年率+3.5%）

アパートローン
+234億円

（年率+5.5%）

消費者ローン
+128億円

（年率+12.6%）

その他
+13億円

（年率+18.1%）
13,725（先）

中⼩企業向け
+961億円

（年率+3.8%）

事業性貸出⾦（平残）・事業性貸出先数の推移

大・中堅企業等向け
+304億円

（年率+2.7%）

34,307 34,982 36,312

67.7% 69.3%65.2% 69.1%
事業性貸出に

占める中⼩企業向け
貸出の割合

（億円）

15,113

◆ 中⼩企業向け貸出⾦（平残）は、事業性評価を通じたコンサルティング営業の強化等により順調に増加
◆ 個⼈ローンは、「ひろぎん住宅ローンフラット35(保証型)」等、住宅ローンを中⼼に増強を図り、前年⽐+714億円（年率+4.7%）
◆ アパートローンについては、十分なストレス耐性があり、相続対策・保有不動産の有効活⽤として効果が認められる案件に対応

‘19年度下期

うち 大企業 0.34%
うち 中堅企業 0.58%
うち 中⼩企業 1.04%

全体 1.03%

貸出⾦利回り（ストックレート）

29,948 30,365 30,840 31,091 

26,580 26,942 27,345 27,544 

2017/3末 '18/3末 '19/3末 '20/3末

事業性貸出先数

◆事業性貸出先数の推移

+251先

+199先
うちリテール層
（売上高10億円未満）

15,827

+714億円
年率+4.7％

37,576

1兆円
を突破
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9,615 
6,961 

3,996 3,184 

1,359 

1,267 

1,165 
1,310 

3,846 

2,647 

1,653 1,948 

831 

823 

794 750 

3,773 

3,947 

4,384 4,103 
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◆ 有価証券残高（平残）は、国債等の償還により、697億円減少
◆ ⾦利リスク量（⾦利デルタ）は、前年⽐減少
◆ 政策保有株式は、株式の発⾏体との対話を進めるなか残高を削減し、前年⽐41億円削減

有価証券

有価証券残高（平残）の推移

（億円）

政策保有株式等（私募リート含む）残高（末残）推移

19,424

国債
△812億円

地方債
+145億円

外国証券
+295億円

株式
△44億円

社債・投資信託等

△281億円

15,645

（億円）

国債等

外貨外国証券

542 533 521 477

42 41 42
43

133 134 134
133

17 22 22
25

2017/3末 '18/3末 '19/3末 '20/3末

⾦利デルタ※の推移 ※⾦利10bp上昇時の時価減少額

734 730

（億円）

上場株式
△44億円

非上場株式
+1億円

関連会社株式
△1億円

私募リート
+3億円

719

11,992

〈参考〉マルチアセット型投資信託・内訳(20/3末)

11,295

678

△697億円

△41億円

8%

51%

41%

3%4%1%
7%

31%

13%

11%

30%
株式

債券
その他

日本
米国

欧州
日本

米国

欧州

為替

預⾦等



53 63 59 61

526 483 457 461

147 168 185 176

1.28% 1.20% 1.15% 1.06%
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◆ 与信費⽤は、不良債権処理額の増加を主因として、前年⽐11億円増加したものの、与信費⽤⽐率は引続き低い⽔準で推移
◆ ⾦融再⽣法開示債権額は前年⽐3億円減少の698億円。不良債権⽐率は1.06％となり、過去最も低い⽔準で推移

⾦融再⽣法開示債権額と不良債権⽐率の推移与信費⽤の推移

与信費⽤・不良債権

（億円）

危険債権

要管理債権

破産更⽣
債権等

714726

（億円）

与信費⽤

701

与信費⽤⽐率
＋0.02ポイント 不良債権⽐率

△0.09ポイント

698

(※)対象…地銀103⾏のうち、貸出⾦残高上位10⾏(2020年3⽉末時点)：横浜銀⾏・千葉銀⾏・福岡銀⾏・静岡銀⾏・
⻄日本シティ銀⾏・北洋銀⾏・常陽銀⾏・広島銀⾏・京都銀⾏・群⾺銀⾏

<参考>貸出⾦残高
上位⾏平均

1.28%
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⾃⼰資本⽐率・ROE

連結⾃⼰資本⽐率及び劣後調達残高の推移 連結ROEの推移

150 150 150 150 

11.10% 11.07% 11.01% 10.89%
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8%
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12%

14%

2017/3末 '18/3末 '19/3末 '20/3末

劣後調達※

残高

（億円）

4,472 4,621 
4,823 4,845 
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純資産
（連結）

（億円）

<参考>国際統一基準
11.54%

6.9%
5.5% 5.3% 5.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

（※）償還期日：2021年12⽉

連結⾃⼰
資本⽐率

△0.12ポイント
連結ROE

△0.3ポイント

◆ 連結⾃⼰資本⽐率は、10.89％と十分な⽔準を確保
◆ 連結ROEは、純資産が順調に増加するなかで、5％台の⽔準を確保

連結ROE ＝
〔期⾸純資産の部合計(新株予約権除き)＋期末純資産の部合計(新株予約権除き)〕/2

親会社株主に帰属する当期純利益



本資料に関するご照会先

株式会社 広島銀⾏ 総合企画部

電話：082-504-3823
FAX：082-504-0171
URL：https://www.hirogin.co.jp/

本資料には、将来の業績等に関する記述が含まれています。
こうした記述は、将来の業績等を保証するものではなく、不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対⽐異なる可能性があることにご留意下さい。


